
令和８年（2026年）３月
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グローバル化の進展は、私たちの日々の暮らしとも密
接に結びついており、身の回りにあるものの多くが、国
際的なサプライチェーンの中で生産・流通し、ＳＮＳの普
及やＡＩの進歩などにより、国境を越えて即座に情報が
得られるようになっています。

少子化と人口減少により、日本経済の縮小が懸念さ
れ、地域には深刻な担い手不足を生じさせており、海外
の需要や人材を呼び込むことは、地域経済の持続的発
展に欠かせない要素となっています。

一方で、不透明な国際情勢を背景に多様なグローバ
ル・リスクが顕在化しており、海外の活力を受け入れる地
域社会の懸念など、様々な課題への対応も求められます。

北海道はこれまで、希少な自然環境や高品質な食な
どが、海外の人たちをも惹きつけてきました。こうした
強みに加え、豊富な再生可能エネルギーやアジアで最も
欧米に近い地理特性などの価値が認められ、北海道の
評価が高まっています。

我が国において、エネルギーの安定供給や経済、食料
の安全保障への意識が高まる中、これらの分野で日本
をリードするのは北海道であり、北海道が期待される役

割を果たすことで、日本に、世界に貢献できると考えて
います。

こうした北海道を取り巻く状況を踏まえ、めまぐるし
く変わる世界情勢に機動的に対応しつつ、戦略的に取
組を進めるため、このたび、道では、「北海道グローバル
戦略 第二期」を策定しました。

新たな戦略では「地域と世界が調和しながらともに発
展し、世界で輝く北海道」をめざす姿として掲げ、「外国
人を引きつけ、共生する地域づくり」、「優位性を生かし
た投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興」、「国際
交流・協力による地域間のつながりの拡大」という３つ
の柱で各種施策を展開してまいります。

道では、市町村をはじめ多様な主体と連携し、道民の
皆様の理解と共感をいただきながら、北海道の国際化
と持続可能な地域社会づくりの両立を図ってまいります
ので、多くの皆様のご支援とご協力をお願いいたします。
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世界では、人、物、資本や情報などの国際的な移動が
活発化するとともに、国際的なサプライチェーンやSNS
を通じた文化面を含む異なる価値観への接触機会の拡
大など、世界全体で相互に依存、影響を与え合う、いわ
ゆるグローバル化の流れがDX（デジタル・トランス
フォーメーション）の進展などにより加速しています。

グローバル化は、私たちの視野を世界へと広げ、貿
易・誘客などの市場拡大、人材交流の活発化といったメ
リットが挙げられる一方で、言語や文化・習慣の違いな
どから生じる問題や経済・食料安全保障へのリスク、国
際情勢等がエネルギーや物価など私たちの生活に直
接・間接に及ぼす影響など留意すべき点があることも顕
在化してきました。

道では、こうしたグローバル化の流れを見極め、的確
かつ迅速に対応することが重要であることから、海外と
の交流の展開方向など、今後、北海道がめざす姿を道民
の皆様と共有する指針として、2017年（平成29年）12
月、「北海道グローバル戦略」を策定しました。

本戦略に基づき、幅広い分野における施策を展開し
てきましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
伴う社会経済情勢の変化や、ロシアによるウクライナ侵
略など、刻一刻と変化する国際情勢に機動的に対応す
るため、2021年（令和３年）12月及び2023年（令和５

年）９月に本戦略を改訂しました。

現下では、米国による一連の関税措置や他国への関
与をはじめとした自国第一主義、長期化するロシアによ
るウクライナ侵略、中国による渡航自粛要請等の日本へ
の一連の措置、中東やアジアにおける動きなど、北海道
を取り巻く国際情勢はめまぐるしく変化しており、多様
なグローバル・リスクが顕在化する一方で、経済・食料安
全保障などの分野で本道が果たす役割への期待が高
まっています。

こうした中、関係法令を遵守し、地域のルールを尊重
するなど地域と世界の調和を前提としながら、世界の中
の北海道として、本道のめざす姿とその実現に向けた展
開方向を道民の皆様と共有することはますます重要と
なることから、新たな北海道グローバル戦略を策定し、
道民や市町村をはじめ多様な主体と連携して、国際関
連施策を総合的に推進します。

経済・食料安全保障の確保を踏まえて国際施策を展
開するとともに、交流の活発化に関連する様々なリスク
を念頭に、安全・安心の確保や道内産業の持続的な発展
など地域の成長につなげていくことを前提として各種
施策を推進します。

第１章 本戦略の基本的な考え方

１ 策定の趣旨

経済・食料安全保障と地域が直面するリスクへの考え方
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第１章 本戦略の基本的な考え方

２ 位置づけ

３ 推進期間

本戦略は、北海道総合計画が示す政策の基本的な方
向に沿って策定する特定分野別計画であり、本道がめ
ざす姿とその実現に向けた展開方向を道民の皆様と共

有し、国際関連施策を総合的に推進するための指針で
す。

国際情勢が大きく変わりうる中、推進期間は2026
年度（令和８年度）から2030年度（令和12年度）までの

５年間とし、めまぐるしく変化する情勢を踏まえて、期間
中も機動的に戦略の見直しを行います。

「持続可能な開発目標（Sustainable
Development Goals：SDGs）」とは、2015年（平
成27年）９月、国連で採択された、先進国を含む2030
年（令和12年）までの国際社会全体の開発目標で、17
のゴール（目標）とその下位目標である169のターゲッ
トから構成されています。

2018年（平成30年）12月、道は「北海道SDGs推進
ビジョン」を策定し、当該ビジョンに沿って、多様な主体
と連携しながら、北海道全体でSDGsの推進を図ること
としています。

本戦略では、気候変動問題などへの対応を通じた国

際貢献の取組など、SDGsの理念と合致する各施策の
推進を通じ、世界共通の課題解決への貢献を図ること
としており、本戦略とSDGsの達成を見据えた政策展開
との関連性を可視化するため、第４章の展開方向ごとに
関連するSDGsの17のゴール（目標）を示します。

なお、2024年（令和６年）９月に開催された国連未来
サミットで採択された「未来のための協定」において、
2027年（令和９年）から次期目標に向けた議論を開始
することとされており、今後その動向を注視していくこ
とも必要です。

４ 持続可能な開発目標（SDGs）達成への貢献
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第１章 本戦略の基本的な考え方

本戦略の展開方向とSDGsの17のゴールとの関連

１ 外国人材の確保 ○ ○ ○

地域における外国人との共生 ○ ○ ○ ○ ○ ○

インバウンド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２ 産業振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

海外展開 ○ ○ ○ ○

３ 多彩な交流 ○ ○ ○ ○

人・地域のつながり ○ ○ ○ ○

グローバル人材 ○ ○ ○ ○ ○

展開方向



前北海道グローバル戦略
の振り返り

第２章 第１期北海道グローバル戦略の振り返り
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前戦略では「世界をより身近に、世界を舞台に活躍」
をめざす姿として、また、「北海道の魅力が評価を受け、
北海道ブランドが世界に浸透」、「人と人とのグローバル
な絆の広がり」、「グローバルな視点を有して活躍する足
腰の強い産業の育成」といった将来の北海道のイメージ
を示し、その実現に向け、「北海道の魅力や強みを活か
した海外展開」、「世界と北海道をつなぐ環境づくり」、
「世界情勢の変化への機動的で柔軟な対応」の３つを展
開方向として、グローバル化に対応する取組を推進して
きました。

推進期間中には、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大やそれに伴うデジタル経済の拡大、国際的なサプライ
チェーンの再編、ロシアによるウクライナ侵略など、これ
までの想定を超える大きな国際情勢の変化を踏まえて
２度の改訂を重ねるなど、大きな情勢変化に機動的に
対応しながら国際施策を展開しました。

本戦略の効果的な展開に向けては、有識者会議を常
設化し、幅広い分野の有識者から意見を聴取しました。
会議を通じて、国際情勢の変化による影響や課題につ
いて道が専門的な知見を得るとともに、道と関係団体
が現状認識や各々の施策の方向性を共有しながら有機
的に取組を展開しました。

2017年（平成29年）の策定以降、輸出やインバウン
ドは拡大傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大やウクライナ情勢、中国による日本産水産

物の輸入停止などの社会経済情勢の大きな変化による
影響を受け、一時的に大きく落ち込みました。その後、リ
スク対応力の強化や多角化といった取組も進め、その水
準を回復し、又は上回りつつあります。

世界を俯瞰すると、北海道の旅行先としての認知度
は、東・東南アジアでは高い一方、米国や欧州、インド等
では未だ低位に留まっており、本道の持続的な発展に
向けては、今後は新たな市場においても北海道の認知
度向上を図り、世界から産業、人、投資などを呼び込む
ことが必要です。在留外国人は2017年（平成29年）の
３万人から2024年（令和６年）には６万人へと倍増し、
国際航空路線も便数が過去最多を更新するなど、戦略
に掲げためざす姿に沿った変化が見られましたが、地域
における担い手の不足は深刻化しており、外国人材の
定着には課題があるため、2027年（令和９年）から開
始される育成就労制度に向けても、外国人材を受け入
れる環境整備が必要です。

道内輸出関連企業・団体においてリスク分散に向けた
輸出先の多角化が進展したほか、経済・食料安全保障に
関わる国の政策において本道の位置づけや求められる
役割が明確化されるとともに、一層グローバル・リスク
への対応力を強化することが求められており、本道の優
位性を生かした海外の成長力の取り込みが重要となっ
ております。

本戦略において実施した主な取組は次のとおりです。

第２章 前北海道グローバル戦略の振り返り



9

グローバル・ネットワークの強化

第２章 前北海道グローバル戦略の振り返り

展開方向Ⅰ：北海道の魅力や強みを活かした海外展開

⚫ 分野横断的に本道の魅力を発信
欧米やアジアにおける現地プロモーションの実施など

⚫ 道内への投資促進に向けた取組を展開
セミナーの開催や視察支援など

北海道ブランドの確立と戦略的活用

⚫ 北海道ブランドの展開を推進
食・観光の展示会出展や国別の取組など

⚫ 国際イベント開催を促進
市町村の誘致活動や開催経費支援など

⚫ デジタル技術を活用した交流を推進
SNSによる情報発信やオンライン会議活用など

⚫ 道内企業等の現地活動を支援
友好提携地域との周年事業や海外事務所の運営など

米国（R7.1）やベトナム・シンガポール（R5.11）など現地
での北海道プロモーションの実施

主な事例

台湾での半導体展示会出展や投資促進セミナーの実施
（R6.9）
国際会議での投資環境のPR(R6.10)
国とJETRO事業を活用した投資の誘致（R1.6）

HOKKAIDO LOVE！を合言葉に海外旅行博等でPR
（R3年度～）
北海道どさんこプラザでの道産食品のPR、道産食品輸
出塾（R1年度～）

G20観光大臣会合（R1.10）
G7札幌気候・エネルギー・環境大臣会合（R5.4）
ATWS北海道・日本（R5.9）などの開催

海外事務所のホームページやSNS等を通じた地域の魅
力発信

カナダや米国、韓国の友好提携地域との周年事業（R7年
度）
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第２章 前北海道グローバル戦略の振り返り

展開方向Ⅱ：世界と北海道をつなぐ環境づくり

⚫ 住民同士の相互理解を促進
日本人と外国人の交流イベントの開催、地域日本語教育の体
制整備など

⚫ 外国人にも暮らしやすい地域づくりを推進
外国人相談センターの設置運営など

多文化共生社会の形成

⚫ 外国人材の受入れ環境づくりを支援
外国人材確保に向けたセミナー開催など

⚫ グローバル人材の育成を推進
道内の若者や高校生の海外留学の支援など

人材・技術を活用した交流・協力の促進

⚫ 国際航空路線等の拡大を促進
航空会社やクルーズ会社へのプロモーションなど

国際交通網の拡大・物流機能の強化

日本語教育等による多文化共生推進事業（R5.7～）
日本語教育関係者を参集した北海道日本語教育推進会
議を開催（R5.8～）
日本語学習支援者養成講座を空白地域で開催（R5～）

外国人相談センターでの多言語による相談対応・情報発
信（R1.8～）、
JICAとの包括連携協定による多文化共生の推進などの
連携した取組の推進(R4.2締結)

外国人材採用・定着セミナーや座談会、合同企業面談会
の実施（R6.10）
北海道で働き暮らす魅力のPR動画配信（R2.10～）

航空会社へのトップセールスの実施（R6.12）
航空会社を招へいした道内視察事業（FAMトリップ）
（R7.3）

「ほっかいどう未来チャレンジ基金」を活用した海外留学
支援
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海外展開・交流におけるリスクマネジメント

第２章 前北海道グローバル戦略の振り返り

展開方向Ⅲ：世界情勢の変化への機動的で柔軟な対応

世界を視野に入れた力強い地域経済の確立

⚫ 本道の自然・文化等の魅力を発信

欧州、北米、豪州における観光レップの活用、アドベンチャート
ラベルの推進や縄文・アイヌ文化等の本道の魅力の発信など

⚫ GX（グリーン・トランスフォーメーション）とAI-DX関連産
業等の呼び込み、社会情勢の変化への対応に向けた取組を
推進

企業招へいや米国などとの新たな関係づくり、企業の生産
拠点の移転やスマート技術の導入支援など

⚫ 道内企業のグローバル・リスクへの対応力強化を促進
輸出先の多角化やECの活用支援など

⚫ リスクに対する官民連携の対応

⚫ 迅速な情報共有の仕組みを構築
有識者会議の常設化や知的財産に係るセミナー開催など

欧州（R6.10）や米国（R7.1）など現地での投資プロ
モーションの実施、州政府等とのMOU締結（R6.8）
環境配慮型データセンターの誘致活動の実施（R3～）
企業立地促進に向けた助成

ATWS北海道・日本の開催（R5.9）
海外インフルエンサーを活用したアイヌ文化の魅力発信
（R6年度）

香港、台湾、ASEAN、欧州を対象にリスクマネジメント
や商談スキル向上のためのセミナーを開催（R5年度）

道内の宿泊施設等の協力によるホタテ消費キャンペーン
の実施（R4年度）

有識者会議の常設化（R5.10）
JETRO北海道との連携連絡会議の開催（R3～）
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第２章 前北海道グローバル戦略の振り返り

※観光入込客数（うち外国人）の目標値は、総合計画改訂当時、新型コロナウイルス感染症の影響により当面設定が困難であることから、
目標値を設定することができる状況となり次第、設定することとしていた。

指 標 名
基準値 現状値 目標値

数値 年(度) 数値 年(度) 数値 年(度)

道産食品輸出額 663億円 2014年 1,507億円 2023年 1,500億円以上 2025年

輸出額 4,787億円 2014年 3,557億円 2023年 7,250億円 2025年

国際会議等の開催状況 107件 2014年 48件 2023年 140件 2025年

観光入込客数（うち外国人） 244万人 2014年度 283万人 2024年度 － －

国際理解教育を行っている公立
高校の割合

71.0% 2014年度 100% 2024年度 100%を維持 2025年度

外国人留学生数 2,588人 2014年度 4,753人 2023年度 3,700人 2025年度

外国人居住者数 23,534人 2014年 67,484人 2024年 51,000人以上 2025年

道内空港の国際線利用者数 205万人 2014年度 409万人 2024年度 380万人以上 2025年度

北海道グローバル戦略では、上位計画である北海道総合計画の指標を本戦略の関連指標として参考掲載しています。
前戦略に掲載した前の北海道総合計画（2025年度を目標の設定年次として目標値を設定）の指標について、最新の
数値の状況は、次のとおりとなっています。
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• 国際情勢に応じた改訂や、輸出やインバウンド誘客
の多角化、GX・DXや人材における呼び込みへの
着手、有識者会議の常設化など変化を捉えた戦略
推進を図ってきた。

• 社会経済情勢の変化に応じて２度改訂するなど柔
軟に対応。

• 有識者会議の常設化により国際関連業界同士の
ネットワーク形成につながった。

有識者の意見

• 国際情勢に適切に対応するためには、８年では長く、
５年程度が適切。

• 特別な事情があれば、また大きな見直しをしてもよ
い。

• 半導体や宇宙、GX・DXなど特に変化が早いなど
機動的に対応すべき分野を踏まえて期間を検討。

評価する点

改善点

• 多文化共生などを進めていく上で、振興局や市町村
との連携強化は重要。

• 北海道の成長推進の観点から、半導体や宇宙、GX・

DXをはじめ、重点分野の明確化。

• 外国人材などの分野について有識者を追加。

戦略の必要性

• 本道経済の発展には世界を意識することは不可欠で
あり、グローバル戦略を道標として示すことは重要。

• 国際施策は多分野にわたるため、道の方針を全体
的に俯瞰できる戦略は必要。

推進期間について


